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1967 年に混乱・緊張の中で設立された
ASEAN は，もともと政治的なグループであり
地域の安定と平和を目的としていましたが，そ
の後の展開においては，むしろ経済的なグ
ループと考えられています。1992 年に AFTA

（ASEAN 自由貿易地域）が設立されて以来，
貿易の自由化が始まり，貿易や投資は劇的に伸
び，現在に至る僅か 25 年ほどで，輸出額も外
国直接投資（FDI）フロー額も共に約 10 倍と
なっています。このような伸びは ASEAN の地
域統合との関係で捉える必要があります。

まずこの地域統合には民間部門の役割が無
視できません。古い例としては 1988 年に出来
たBBC（ブランド別相互補完計画）のス
キームに見られるように，ASEAN
各国政府と民間部門，特に日
本企業との間の協力関係が，
統合を強化したということで
す。今日のASEANでは，多
くの日本企業がグローバル・
バリュー・チェーンを形成し，
ASEAN 統合を深化させ，深化し
た統合がバリュー・チェーンをさらに
強化するという相乗効果が生まれています。つ
まり，民間部門は ASEAN の国々を結びつけ
る役割を果たしてきたといえ，それが ASEAN
の経済グループとしての強さとなっています。

さて 2015 年末に ASEAN 共同体が設立され
てから一年が経ち，共同体は着実に前進してい
ます。しかしながら ASEAN においては，共
同体あるいは地域統合の深化が進むことによる
課題があります。経済と政策の観点から以下の
課題を指摘したいと思います。
今のASEAN共同体が持つ課題

一般的には共同体で生み出された利益は共
同体に属すと考えられがちですが，グローバラ
イゼーションの進んだ今日においては，たとえ

ば ASEAN で生み出された利益は域外にも流
出します。日本アセアンセンターの調べによる
と，ASEAN における付加価値輸出額の 40％
余りが自国外からの部品などの中間財輸入品で
占められ，自国以外の付加価値に属すということ
です。輸出に際し輸入品を取り込むということは
輸出競争力の強化にもつながりますし，グローバ
ル・バリュー・チェーンが浸透しているASEAN
ではごく自然ですが，世界全体の輸出では，平
均 30％程度が自国外による付加価値となって
います。よって，ASEAN の輸出では自国外で
創造された付加価値比率が高いと指摘できます。

グローバル・バリュー・チェーンとFDI 収益
には正の関係がありますが，ASEAN

における FDI フローの構成要素
（株式投資，再投資，企業間貸

借）で過去２年（2014−2015
年）再投資は２割以下となっ
ています。先進国および途上
国においても再投資額は全体

の半分であることから，ASEAN
においては現地法人の利益を使っ

ての投資額が小さいことが指摘できま
す。この場合，投資として使われなかった収益
は本国に送金されたり，どこかでプールされる
ことになります。さらに ASEAN における再
投資額の海外直接投資に占める割合は減る傾向
にあります（2005 年の割合は 40％以上）。経産
省によりますと，日本の現地法人は 2015 年度，
ASEANにおける純利益1.9兆円の内，1.4兆円，
すなわち 74％を日本側や日本側以外の出資者
に支払っています（2005 年は 40％：ASEAN４
データ）。このように ASEAN において再投資
に向けられる割合は減少しています。2016 年，
ASEAN への FDI フローは減少しましたが，も
しも再投資の割合が他地域平均の水準となって
いれば全体の投資額の減少はなかったと考えら

ASEAN設立 50 周年
：今のASEAN共同体を考える
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難しいものになることが予想されます。共同体
としての共通の目的と個々の国々の独立主権（sov-
ereignty）との適当なバランスをどのように保
つのか，すなわちポリシースペースをどのよう
に確保するのかという問題が生じます。実際の
ところ，ASEAN の一人当たりの GDP におい
て，最も高い国（シンガポール）と最も低い国

（カンボジア）では依然として 50 倍近くの格差
があります。EU28 カ国の格差が 15 倍である
ことと比較すると，その差は歴然です。このよ
うな状況の下，自国を発展させる権利と共同体
としての目標を遂行していくことが相容れない
ということもありうることです。
今後の方向

企業の所得の配分はすぐれて企業自体の問
題ですが，共同体の利益は企業の国籍をどの様
に定義するかで変わります。今の多国籍企業の
国籍を曖昧にすることは出来ません。経済グルー
プでもあるASEAN はその共同体ビジョン 2025
でも言われているように人間中心の共同体をめ
ざします。そのためには個々の国々と共同体が共
に持続可能な発展に向かうのが望ましいのです。

以上，ASEAN 共同体の今後に関する経済と
政策の課題を指摘しましたが，すでに多くの影
響がでていると考えられます。今後 ASEAN に
おけるグローバル・バリュー・チェーンにおい
ては，如何にして自国でより多くの付加価値を
創造でき，かつ如何に域内に多くの便益を向け
るかという観点から政策を考えるべきでしょう。
サービス貿易分野においては，AFAS（ASEAN
サービス枠組み協定）の内容と現実の間に乖離
があるために，実際のところサービス貿易の進
展に結びつかないことがあります。日本アセア
ンセンターではこのような課題に ASEAN 諸国
と共にすでに取り組んでおり，ASEAN 各国に対
し有益な政策提言を行うことを目指しています。
ふじた・まさたか　日本アセアンセンター事務総長。

れます。つまり，共同体自体は利益を生みます
が，これをうまく域内に留まるようにするため
には投資の自由を考えながらも強い政府の政策
が必要です。

共同体の利益の多くの割合が域外に流出し
ていくのは，それだけ ASEAN の企業の力が
先進国企業と比べまだ相対的に弱いことの表れ
でもあります。FDI も貿易も ASEAN 内におい
ては日本やアメリカでなく ASEAN が最大の
投資国で貿易国ではあるのですが，2015年その
地域間 FDI フロー額と地域間貿易額の ASEAN
全体での割合はそれぞれ 20％そして 25％しか
ありません。この数字は EU での共に３分の２
相当とはまだかなりの差があります。ここから
言えるのは少なくとも投資や貿易の利益の多く
が他国に帰属しても当然かも知れません。

しかし，ASEAN ではどのような外国企業が
操業しているのかを見ると，海外に流出する利
益をそのまま素直に見る事が難しいかも知れま
せん。ASEAN はその包括的投資協定の 19 条，

「利益の否認」で，実質的なビジネス活動に従事
していない企業には利益を与えないとあります
が，これだけではどれほど共同体への利益が守
られるのか分かりません。ASEAN には 25,000
社近くの海外現地法人がありますが，その内，
ある国の親会社が直接かつ最終的にその現法を
所有していないケースは４分の１以上あります

（UNCTAD 調べ）。このような現法の最終的な
便益保有者はタックスヘイブンからの企業，幾
つかの国を経て複雑な構造を持つことで課税所
得を操作しているような企業，あるいは外資だ
けに与えられるインセンティブを得るための国内
企業からの海外投資等を含んでいます。公平な便
益の配分が行われない可能性は否定できません。

今後政策の課題として一つ挙げますが，上
記の経済的課題をいくつか見ただけでも，個々
の国々と共同体との関係が，よりデリケートで




